
　

要綱

所
管

区民部

提供会員（育児の手助けができる方）　　依頼会員（育児の手助けが必要な方（生後43日～小学生））

〔法令等名〕

事業区分

その他サービス

平成２７年度　事務事業評価シート

台東区ファミリー・サポート・センター事業実施要綱根拠法令等

事業対象

事務事業名 ファミリー･サポート･センター運営
子育て支援課

20

ファミリー・サポート・センター事業運営
一部委託

・会員の募集、登録その他の会員組織業務に関すること　・育児に関する会員相互の援助活動の調整に関すること
・会員に対する講習会、会員の交流に関すること　・関係機関との連絡調整に関すること
・センターの広報に関すること

補助金の有無
委託内容

２６年度

国・都

回説明会開催数

事業内容

委託の有無

事業目的

指標の名称種　別 (単位)

活動指標
23

[事業開始]

会員相互の援助活動を行うことにより、仕事と育児の両立、地域の子育て支援及び児童福祉の向上を図る。

22,062

852

人

人

成果指標
会員数

833　人にかかるコスト（人件費など）

4

12,112

事故防止の観点から、提供会員向けに子供の事故予防に関する講習会を実施した。

0

4

3,200

7,724

4

2,947

22,912

22,062

0

　決算額　　(単位：千円) 17,504

　受益者負担額（使用料・手数料・負担金など）

活動件数

850

手段の適切性

事務事業コスト

(単位：千円)

[評価の理由]（区民生活への影響を十分考慮すること）

地域における子育て支援の強化と、地域の協力を得ることで子育て家庭の育児負担の軽減を
図ることができる事業であるため、引き続き実施する。

3
評
価
の
視
点

評価 評価の理由

地域における子育て支援の強化と子育て家庭の育児負担の軽減を図るうえで、本事業の必要性は高い。

維持

評
価
結
果

会員数は目標値以上に伸びている。また、活動件数も順調に増加している。

3 事業開始当初より、同じ法人に委託しており適切な運営が行われている。

システムの入替による経費の増はあるが、適切な事業運営を行っている。

拡大
改善
維持
縮小
廃止・終了

今後の方向性

目的達成度 4

0

18,337

財源項目

(単位：千円)

必要性

0

前回評価から
改善した事項

　その他特定財源（国や都の支出金・財産収入など）

　一般財源（区負担額） 9,657

0

8,000 10,800

10,184

18,184

8,680

効率性

8,292 6,268件

4

2,485

23

2,755

アドバイザー配置数

17,463

事業の開始・終了年度

事
務
事
業
の
概
要

事
務
事
業
の
実
績

年度平成 11 [終了予定] 年度-　 　

17,332

41

　物にかかるコスト（物件費・維持補修費）

　その他のコスト（扶助費・補助費など）

　総経費

２５年度２４年度
目標値

（２９年度）

24

4

17,332

7,335


